


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































鰯一剛 図書館収入授業料区分 ｡}獺3１2,999,0431 駕灘’
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527.385 1.989 
12,341,2761851, 1.577 267 881 1.655.31114.086.437 8.056 
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大阪 １３ (9.1） 
３１，７１１２３４０，８８５１９２ ３府計 （75.0）（77.9）（92.0）（97.4）（80.7） 雛孵野． 104,039 （92.0） 
113,028 全国計’412,19725141,960114,} 68,8711143 
注１）『第63年報』より作製。
２）（）内は全国計に対する96.
構造から，またそれと関連する夜間部依存や兼任識師依存からは，当然一
方では人口集中の大きく，他方兼任教員を依頼するのにも比較的容易な都
市を本拠とする私大の配極とならざるをえない。第７表を見ても，私立の
高等教育において東京・京都・大阪の３府が占める比重は学校数で82.5％，
在学者数で92％に及んでおり,大学のみについてはそれぞれ92％,97.4％
という著しい集中を示している。なかでも東京の占める比重が大きい。こ
うした都市集中は戦後かなり緩和されたものの，その基調は依然変ってお
らず，東京に６大府県を加えたものの比重は学校数で193/274＝70.4％，
学生数では930,396/1,046,823＝88.9％という圧倒的な数字である(27)。
（27）『'７０年度埜本調査速報』より算Ｈ１。
はじめに見たように，中教審答申は「多数の私立学校が大都市に集中し
たり，文科系の収容力が不均衡に噸大したりする傾向」を問題としている。
なかんずく文科系肥大傾向は，日経連その他財界からたえずその是正が要
求されている。しかしそうしたことは，すべて戦前すでに砿立されていた
日本の私立大学の中小企業的体質からは，必然の帰結というべきものであ
った。文部省自らいう。
「私立大学における専攻分野が著しく文科系に傭していることは，経営
3２ 
上無理からぬことであるが，その結果，わが国大学全体の構成が文科系に
かたより，必ずしも産業界の要請に合致していないという批判を生んでい
る(28)｡」
（28）『わが国の私立学校』ｐ､６１．
「後進性」と「早産性」という二重のハンディキャップを背負って生れ
てきた日本資本主義は，当初から国家のイニシァティヴにおいてその必要
とする労働力育成をなかんずく教育によって強力に推し進めた。一方では
義務教育による「忠良なる臣民」へのイデオロギーの扶殖，他方ではその
上に立つ「国家の須要に応ずる」少数エリートの創出である。そうした路
線からはみ出た私大は，教育がもつイデオロギー的側面から国家の監督の
対象とはなっても，国家からの財政援助の対象となるはずはなかった。必
要としながらも金を出しおしんだというのではない。不必要な，あるいは
どうでもいい部分としたからこそ金を出さなかったのである。かくて戦前
の“Nosupport,fullcontrol，'の体制が生れる.国家からも財界からも
支持基盤を得られず，外国の有名大学のように経営を支えるに足るような
大きな資産も持たない私大は，不特定多数の学生の学費に依存する私的経
営の形をとるよりほかない。日本の私学問題のすぺては，ここにその源を
発する。日本資本主義の特殊性こそがわが国の私大の特殊性~その経
営，学生の専門分野別構成，地理的配圃等々，さらには今日の学生問題に
至るまで－を規定する。資本の要求に忠実であった文教政策の責任をた
な上げにした上記の文部省の言は，まことにそらぞらしいというよりな
い。商等教育の中での私学の榊成を舜在のままにして，１０年後に大学・短
大合計４７％をこえる進学率という中教審の試算も，いかに非現実的なも
のであるかは，私たちが後に立入って見る通りである。私大の文科系肥大
や都市集中という自ら播いた種の必然的所産を，国は「第三の教育改載」
のマスタープランの中で－しかも在学者の３/４が私大というウェイトの
まま－，どのように刈りとろうというのであろうか。（未完）
（1971.7.5） 
